
争

第

1090

号

、／、／、一

S
リーダーァーク言ラブ毎

灘蕊蕊蕊溌蕊蕊鳶識難議議蕊議
●●■●■■●●●｡■●■p■包句■●●●守●●◆令⑤守争③今◆■｡｡②｡■●｡｡●■●■｡●●●■●■●●●■争ご寺■●■●■●■F●○寺●令■◆ゆゆ◆■◆q■●●｡●･■◇■ゆ■q■座｡■｡●●■｡■●凸座一■●巳■■■■■■■

■■●■｡●■●q■合■●令●も●●･申■Q申●■●■■■b●■●■●■巳●●■｡■■令｡e●●p車●◆｡？●■一旬今●■■■◆G中今●●◆や◆●■串■◆●■■●■●●凸●●●■e■■■■｡■●｡●■■寺●■■｡■●◆F●●●ゆG◆■
凸企む■●●■■｡■cc●●●●●●｡●｡B■●■e■寺●寺■缶■eぞ●■■e■◆P◆●◆○争●◆ゆq●■■■■■●b■①b●■●●●■■●■●■●■■｡｡●寺早■■●●守寺■■■■今●｡●G･争■■｡●◇■●巳等◆pq■■bQC●

リーダァスクラブFAXニュース

(1998年mio年 6月12日金曜日

株式会社 FPｼﾐｭﾚー ｼｮﾝ
大阪市中央区平野町3－1-10Tel:06-209-7678

編集発行人：税理士三輪厚二Fax:06-209-8145発行所

◇

減価償却制度の改正と所得税

Q ●
● 私は個人で事業を営んでいます。とこ

ろで、平成10年度の法人税の改正では減価

償却制度の見直しがいろいろとありましたが、

所得税の場合の取扱いを教えてください。

A.:所得税も法人税と同様の取扱いとなり

ますが、適用時期が多少異なるものもありま

す◎

【解説】

平成10年度の減価償却制度の改正は、次

のような内容です。

(1)平成10年4月1日以後取得のものに適用

①新規取得建物の定額償却の義務付け

②営業権の5年間均等償却

(2)平成10年分所得税から適用

①2分の1簡便償却の廃止

②建物の耐用年数の短縮

(3)平成11年分所得税から適用

①少額減価償却資産の取得価額基準（20

万円未満から10万円未満へ）の引き下

げ

②20万円未満資産の一括償却制度

なお、20万円未満資産の一括償却制度は、

法人の場合、一括償却対象額として損金経理

した金額のうち「当期の月数÷36」を毎期

の限度として損金の額に算入することとされ

ていますので、限度額内で任意の額を計上す

ることができますが、個人の場合には、償却

計算が強制適用となっていますので、一括償

却を選択した場合でも各年の必要経費の額に

算入される金額は、「一括償却対象額÷3」

で固定されます。
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